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（二十一）発酵に係る技術に関する事項 

１ 発酵に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状  

発酵に係る技術（以下「発酵関連技術」という。）は、醤油、味噌、

酒に代表される伝統的発酵技術のみでなく、微生物を含む多様な生物

の機能を利用して物質生産等を行うプロセスである。発酵関連技術

は、高い特異性を持つ生物の有する反応を生かした有用物質の生産に

関係し、医薬、食糧、化成品等展開する分野は多岐にわたる。 

一般に、生物資源を用いることで、生産物の製造から廃棄に至るラ

イフサイクルにおける二酸化炭素の大気中への排出が抑えられると

考えられることから、発酵関連技術に対しては燃料、化学品、素材等

のコモディティーケミカルズの製造プロセスとしての期待が高まっ

ており、生産品はこれまでの尐量高付加価値製品に留まらず、大量安

価な製品にまで広がりを見せている。 

医療分野においては、ヒトの抗体や生理活性タンパク質を大量に製

造して医薬品としたり、細胞そのものを培養・増殖させ、治療に用い

る等新しい技術の展開が現実のものとなっている。また、生理作用の

解析技術は、健康に役立つ食品の開発にも繋がり、知見を応用した機

能性化粧品の開発にまで活用され始めている。 

生物を分子レベルで理解する技術は、急速な進展を続けている。細

胞のゲノム配列、遺伝子発現、タンパク質発現、代謝物の分析、網羅

的な変異株ライブラリー、形質の網羅的解析、遺伝子相互の作用解析

等、分析データ及び解析データが蓄積されている。これらは、情報処

理技術やチップ等の小スケールの反応器の作成・計測技術に活用され

ているが、これらに関する技術開発は米国が主導する傾向にある。 

我が国は、伝統的な発酵技術を通して、微生物を用いた有用物質製

造プロセスの開発において、これまで世界をリードしてきた。その技

術基盤の上に、最新の解析技術や情報処理技術を効率よく取り込み、

これらの新しい発酵関連技術においても、その地位を確固たるものに

しようとしている。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

バイオテクノロジーは、将来においても、広範な産業分野において

重要な役割を果たしていく。このバイオテクノロジーの実用展開が、

発酵関連技術である。 

例えば、細胞成分の分析方法の高性能化により、タンパク質医薬製
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造技術の高度化、診断技術の精度の向上、医薬品の機能性の向上等、

精度の高い医療の展開が期待される。また、免疫や細胞分化等高度な

生体反応の理解に基づく、幹細胞等の高機能医薬の開発が展望され

る。 

環境負荷低減の観点からは、二酸化炭素排出の尐ない原材料として

の生物資源の活用が進展する。特にこれまで廃棄されてきた未利用の

生物資源の活用技術の向上は重要な課題である。 

他にも、ゲノム情報、遺伝子・タンパク質発現情報等いわゆるオミ

ックス情報解析技術、尐量サンプルでの多項目解析技術、反応場の理

解や計測技術の進展により、医療診断技術や化学品の生体反応への影

響等、生物と化学の相互作用の理解が進んでいく。また、オミックス

情報を元にして有用な情報を探り出すデータマイニング技術が進歩

し、細胞の理解の進展とともに、有用物質製造のための細胞育種に貢

献している。 

有用な生物や遺伝子探索のためのリソースが広く展開し、生物の多

様性堅持と有用物質生産のための細胞育種や合成が調和を持って展

開している。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア． 高度化・高品質化 

これまで一般に、発酵関連事業者は伝統的発酵技術を基盤として

きたが、これらの技術の科学的分析、ノウハウ化等の要望の中で、

高品質化へのニーズ・課題が高まってきている。これには、オミッ

クス情報解析技術と細胞の理解をさらに大きく進展させて、有用物

質製造のための細胞育種を強力に推し進めるという課題があり、そ

の情報の高度利用を促進する装置、計測機器及び生物機能の向上を

促す試薬の開発も求められている。 

イ． 低コスト化 

比較的安価な製品に対する低コスト化の課題・ニーズだけでな

く、高機能かつ高価格品に対するコスト構造の改善も求められてい

る。二酸化炭素の排出量が低減可能とされる生物資源を原材料とす

る生物機能活用法の場合、従来の化石燃料を原材料とする製品の代

替を想定するならば、その製造コストの差を埋める技術開発は、不
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断に継続する必要がある。また、新興国が成長市場として注目を集

めているが、新興国市場のボリュームゾーンを開拓していく上で

は、日本市場や先進国市場向けの製品とは異なる仕様の製品を低コ

ストで供給することが求められている。 

ウ． 環境対応 

発酵関連技術に対しては、二酸化炭素削減等に資する生物資源利

用のニーズ・課題は高まる一方である。 

 

②高度化目標 

ア．高度分析技術の開発及び利用 

川下事業者のニーズとして、先進的な技術を用いた分析とそれを

実現する機器及び分析機能を利用した技術が求められている。 

イ．生産性の向上 

新興国等の競争が激しい比較的廉価な製品だけでなく、高機能・

高付加価値製品のコスト構造の改善を求められていることから、コ

ストを低減し生産性を向上させることが求められている。 

ウ．二酸化炭素削減等に資する生物資源の利用 

環境対応へのニーズが高まっていることから、生物資源の利用及

び製造における化学プロセスを生物機能によって代替する技術が

求められている。 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びに

それらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医薬品・診断薬産業に関する事項 

医薬品・診断薬産業においては、多様化する川下製造業者等のニー

ズに基づき生物としてのヒトの理解、疾病の理解が分子レベルで求め

られている。具体的には、分子レベルでの生物や疾病の理解のための

情報の探索及び解析に加えて、産業目的にあった情報の有効利用を促

すシステムの構築に資する、情報解析技術の改良等の課題・ニーズが

指摘されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．オミックス情報等の収集、解析 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．情報解析技術の高度化 

②高度化目標 
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ア．生物としてのヒトや疾病の分子レベルでの理解に資する解析技

術の高度化 

イ．多量の分析データを解析し、有用な情報を見出す技術の高度化 

ウ．社会的ニーズの高い創薬標的分子の探索・評価技術の向上 

エ．疾病治療に有効な生理活性物質の探索と大量生産技術の向上 

オ．活性分子としてのたんぱく質の高機能化 

 

２）化学品製造産業に関する事項 

化学品製造産業においては、多様化する川下製造業者等のニーズに

基づき生物資源を用いた製造プロセスにおいて、製造コストの低減と

原材料の大量取得方法の確立が求められている。また、産業目的にあ

った生物資源の有効利用を促すシステムの構築、原材料としての生物

資源の改良等が課題として指摘されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．原材料としての生物資源の大量生産 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．原材料としての生物資源の改良 

②高度化目標 

ア．原材料である生物資源の多様化と最適化 

イ．製造プロセスに関わる生物資源・情報の利用方法の多様化と最

適化 

ウ．製造プロセスに関わる生物の育種・改良 

エ．反応触媒としての酵素たんぱく質の高機能化 

オ．製品の機能や有用性、排出二酸化炭素削減の立証 

 

３）食品製造業に関する事項 

食品製造業においては、多様化する川下製造業者等のニーズに基づ

き機能・有用性を有する生物資源の多様化が求められている。具体的

には、生物資源の探索及び確保、産業目的にあった生物資源の有効利

用を促すシステムの構築、生物資源、製造プロセスの改良等の課題・

ニーズが指摘されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．有用な生物資源の探索及び利用 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．生物資源、生産プロセスの改良 

②高度化目標 
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ア．有用な生物資源及び利用方法の多様化 

イ．有用な生物資源の育種・改良 

ウ．製品の機能や有用性の立証 

 

４）環境・エネルギーに関する事項 

近年、環境負荷低減及びエネルギー生産に対しても発酵関連事業者

に対する要望が高まっている。具体的には未利用バイオマスの有効利

用を促進するとともに、汚染環境の修復に生物資源を活用すること

で、環境負荷の抜本的な低減を図る等の課題・ニーズが指摘されてい

る。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ  

ア．未利用バイオマスの利用 

イ．生物資源を用いた環境汚染修復 

②高度化目標 

ア．未利用バイオマスを利用したエネルギー生産技術の向上 

イ．廃棄されていた生物資源の再資源化に係る技術の確立 

ウ．生物資源を利用した有害物質の濃縮・除去・無害化等の環境修

復に係る技術の確立 

エ．未利用バイオマス利用の環境負荷低減効果の確立 

 

２ 発酵関連技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発等の

実施方法 

発酵関連技術に求められる技術開発の方向性を４点に集約し、以下に

示す。 

 

１）生物資源や製造プロセス等の多様化に関わる事項 

①生物資源の確保 

遺伝子源としてのＤＮＡの直接分離 

②製造プロセスの多様化 

産業目的に合った製造プロセスの確立、オミックスにおける高度探

索 

 

２）生物生産プロセス・精製工程等の効率化・高精度化に係る事項 

①新規な生物生産プロセス技術の展開 

大量培養装置、効率的な精製装置、分析装置、測定機器、外部不純

物の混入リスクを抑制する自動化ロボティクス 
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②大量生産に対応できる生物生産プロセス 

大量生物生産プロセス、原材料の選定と確保 

③消費者心理等社会的ニーズに対応した原材料や製造プロセスの確

立 

遺伝子組換え、合成生物等に対するリスク管理と製造施設対応 

 

３）生物資源を用いた生産物等の有効性の科学的証明に係る事項 

①分子レベルでの生産物の有効性 

有効成分の標的分子との相互作用に関するデータ取得、副作用の可

能性 

②地球レベル、社会レベルでの生産物の有用性 

ライフサイクルアセスメントの確立（特に従来廃棄されてきた有機

資源を原材料とする場合も含む。）、二酸化炭素量の排出量算出環

境影響に関する評価、生物資源を利用した有害物質の濃縮・除去・

無害化等による環境修復評価 

 

４）未利用バイオマス資源の高度利用に係る事項 

①未利用バイオマス資源産出量の推定 

国内における利用可能な有機資源量、地産地消食糧との競合、廃棄

生物資源の再資源化 

②未利用バイオマスの生物による活用プロセスの確立 

原材料バイオマスの前処理、前処理産物の生物生産プロセス最適化 

③ライフサイクルアセスメントの確立 

未利用バイオマスを活用した製品のライフサイクルアセスメント 

 

３ 発酵関連技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮す

べき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型中小企業へと

進化するためには、中小企業者は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の発酵技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下企業、関連産業、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、

事業化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行う

ことが重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を
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適切に行い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材

のリーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリン

グによる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承

していく必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペース

といったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由

度の高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階において

も、積極的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用

しつつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や

技能の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化

を図りながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が有する知的資産を正しく認識するとともに、公開することに

よって独自の技術が流出するおそれがある場合を除き、適切に権利化

を図る必要がある。 

川下製造業者等は、中小企業者と共同で研究開発等を行う場合に

は、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、中小企業者が有する知的資産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の発酵業界の発展に向けて配慮すべき事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニ

ーズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際に

は、競争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であ

り、流出の懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等

の対策を講じるべきである。 

②取引慣行に関する事項 

中小企業者及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件やトラ

ブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等に
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ついて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企

業振興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させる

サービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進める

ことが重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止の

ため、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ: Business 

Continuity Plan）を予め策定しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、

中小企業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業

の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

 


